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特集報文：持続可能な土砂マネジメント 

ダムからの土砂供給に伴う水生生物の応答 
と予測・評価の枠組み 

萱場祐一・堀田大貴・森 照貴
 

1．はじめに1 

 ダム貯水池における堆砂問題の解決とダム下流

における環境改善等を目的として、ダム貯水池に

堆積した土砂を下流へ流す取り組み（以下「土砂

供給」という。）が幾つかのダムで実施、計画さ

れている1)。土砂供給にはダム下流に置き土を行

う土砂還元、排砂トンネルによる供給等幾つかの

方法があるが、供給する土砂の量・質（粒径等）、

流量（Q）に対する土砂供給量（QS）やこれらの

時間変化など（以下「土砂供給方法」という。）

が自然状態と異なるため、ダム下流の河川生態系

に影響を及ぼす可能性がある。そのため、その影

響を予測し、影響が大きいと評価された場合には、

必要に応じて土砂供給方法の再検討、影響軽減の

検討が必要となる。 

 土木研究所自然共生研究センターでは平成23

年度より上記視点に立った研究を本格的に開始し

た。本研究では、土砂供給地点となるダム直下お

よびその下流域を対象とし、大礫・巨礫から構成

される河床（粗粒化した河床）に砂~小礫程度の

細粒土砂を供給した場合を想定し、河床環境（河

床材料の粒度組成，河床近傍の流速等）の変化に

対する水生生物の応答を予測・評価する手法の構

築を行ってきた2),3)。本稿では、この中から土砂

供給に伴う水生生物の応答を概説した上で、予

測・評価の基本的な枠組みを示す。なお、付着藻

類・底生無脊椎動物・魚類を対象とした予測・評

価の具体的な手法の解説は別報4)に譲る。  

2．ダム下流における粗粒化と生物の応答 

 ダムが建設されることで、ダム下流の河床環境

が変化するという報告があり、その主たる要因と

して流況の変化と土砂供給量の減少が挙げられて

いる5)。特に、土砂供給量の減少は、ダム下流河

道での河床の粗粒化を引き起こすことが知られて

──────────────────────── 
A Framework for Assessing the Effects of Sediment Supply 
from a Dam on Downstream Environments and Aquatic 
Organisms 

いる5)。粗粒化が水生生物に及ぼす影響に関して

は幾つかの報告が見られる。例えば、付着藻類に

ついては、出水時の流量減少と相まって、付着藻

類の剥離・更新頻度が減少し、餌資源としての質

が低下する可能性が指摘されている5)。また、底

生無脊椎動物については大礫や巨礫に固着する種

が増加する一方で、砂や小礫に依存する種が減少

することが報告されている5),6)。適度な量の土砂

供給は、このような粗粒化によって引き起こされ

る生物の応答を緩和する効果があるが、供給量が

過大になると河床が細粒化し水生生物に影響を及

ぼす可能性がある7)。 

3．土砂供給による生物への応答経路 

土砂供給による水生生物への影響を予測・評価

する際の考え方を明確にするため、土砂供給に

よって惹起される現象を、①供給された土砂が流

砂として河床上を移動する、②供給された土砂が

河床に堆積する、の 2 つに分けて 8)、代表的な分

類群に対する影響を整理する。付着藻類に着目す

ると、河床上を移動する細粒土砂は、河床を構成

する大礫・巨礫等に衝突・摩耗することで付着藻

類の剥離を引き起こす。付着藻類は、剥離と生長

を繰り返すことにより餌資源としての質が維持さ

れるため、土砂移動量が適切であれば藻類食者の

餌の質を向上させる 1)。しかし、移動量が大き過

ぎると、剥離作用が強く働いて餌量を減少させて

しまう可能性がある。また、河床を構成する大

礫・巨礫等が細粒土砂で埋没すると、付着藻類の

生育できる面積が縮小し、結果として、藻類食者

にとっての餌量の減少を引き起こす（図 -1）。つ

まり、付着藻類の応答については、①と②の経路

を考慮する必要がある。一方、移動能力を有する

底生無脊椎動物・魚類は土砂移動を伴う洪水に対

する忌避行動を取るため 9),10)、付着藻類と比較

すれば①の経路に伴う影響は小さいと考えられる。

②の経路は、礫間や礫下を生息空間とする種の減

少を引き起こす一方、砂・小礫への依存度が高い

種を増加させるだろう 11)。減少する種としては
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礫間に固着巣を形成するヒゲナガカワトビケラや

礫間や礫下を生息場所とする底生性魚類のヨシノ

ボリ類が挙げられ、増加する種としては砂・小礫

を巣材とするヤマトビケラ類、砂に潜るモンカゲ

ロウ、砂の中に身を潜めるカマツカが挙げられる

（図-1）。  

このように、土砂供給が水生生物に及ぼす影響

を検討する場合には、付着藻類については①と②

の経路に沿った応答を、底生無脊椎動物・魚類に

ついては②の経路に沿った応答を、詳細に検討す

ることが必要となる。ただし、付着藻類について

も簡易的に予測・評価する場合には②の経路だけ

を考慮すればよいだろう。これは、①は主として

出水中のみに出現する経路であり、出水中に影響

を受けたとしても、付着藻類は 1～3 週間程度で

回復するため影響は短期的であると考えらえるこ

と 12)、一方、②は出水後も継続する可能性があ

り、影響が長期にわたる可能性がある経路である

こと、が理由である。なお、①の経路に沿った予

測には、付着藻類の一次生産速度に加えて、流

砂・流水に伴う付着藻類の剥離等を各時刻で求め

る必要があり、予測プロセスが複雑で適用が難し

いといった課題もある。 

4．土砂供給による影響の予測と評価 

4.1 予測・評価の基本的流れ 

予測・評価の流れは以下のとおりである。まず、

土砂供給による河床の地形および河床表層の粒径

の変化を河床変動計算等から予測し、対象分類群

別に河床の変化に対する生物の応答を既往の研究

成果等から予測する。次に、予測した生物の応答

が、個体群の維持や水産資源の保全等の観点から

許容できるかどうかについて評価する。生物の応

答が許容できないと判断された場合には、必要に

応じて土砂供給方法の再検討、影響の軽減の検討

を行う（図-2）。 

土砂供給には粗粒化を改善する効果があること

も評価に加えていく必要がある。ダム直下では土

砂供給量の減少により、河床の粗粒化が生じ、そ

の程度が甚だしい場合、付着藻類の餌資源として

の質、砂・小礫に依存する底生無脊椎動物・魚類

の生息密度が低下する可能性がある 6),13)。この

ような場合、土砂供給は河床の粗粒化を改善し、

河川生態系の回復に資する効果が期待できる 11)。  

本稿では土砂供給によって想定される負の影響

を中心に概説しているが、正の影響（効果）も評

価し、効果の最大化を念頭において土砂供給方法

を検討することも大切な視点である。この点につ

いては現中長期プロジェクト研究「土砂供給に伴

う河川環境影響評価およびダムからの土砂供給技

術の運用手法に関する研究」で検討を行っており、

今後、成果が得られ次第報告する予定である。 

 

 

図-2 予測・評価の基本的な流れ  

図-1 土砂供給による生物への影響・効果のイメージ  
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4.2 予測・評価の対象となる生息場所タイプ 

河川上中流域に見られる生息場所のタイプを、

河川を横断および縦断方向に捉えることで以下の

ように区分する。まず、川を横断方向に見ると河

岸の影響を受けない流心部と影響を受けて水深・

流速が低下する水際部に区分することができる。

また、流心部を縦断方向に見ると瀬と淵に区分す

ることができる。個々の生息場所のタイプが同じ

であれば、物理環境も大きく変化しないと考えら

れるため、土砂供給が水生生物に及ぼす影響の検

討も瀬・淵・水際部を基本単位として行うとよい。

ただし、分類群等（付着藻類・底生無脊椎動物・

魚類）によって重要な生息場所タイプが異なるた

めに、予測・評価する上で適切な生息場所タイプ

を選定する必要がある（表-1）。 

瀬は大礫・巨礫から構成されていることが多い。

また、水深も比較的小さく、光が河床に届きやす

いため、付着藻類による高い一次生産力を有する。

このため、瀬の河床は、アユ等の遊泳性魚類や水

生昆虫等の付着藻類を摂食する生物や、礫間を利

用する底生性の生物等（底生無脊椎動物・底生性

魚類）にとって重要な場となる。土砂供給により

細粒土砂が流下・堆積した場合、瀬の河床表層で

粗い材料が減少することで、これらの材料に依存

する底生無脊椎動物・底生性魚類が減少するなど

の影響を受け、付着藻類の一次生産力も低下する

可能性がある。したがって、瀬においては、付着

藻類・底生無脊椎動物・魚類（底生性・遊泳性）

を対象として予測・評価を行う必要がある。 

一方、淵は瀬と比較すると河床は細かい粒径か

ら構成されるため、瀬のように大礫・巨礫に依存

する底生性の生物は少ない。また、水深も大きい

ために一次生産力も小さい。このため、淵におい

ては、付着藻類、底生無脊椎動物・底生性魚類を

対象とした予測・評価を行う必要性は低い。ただ

し、淵は洪水後期（流量低減期）に、掃流力が瀬

と比較してより小さいレベルで推移するため、供

給土砂が淵に堆積し、平常時の水深が低下する可

能性がある。体サイズの大きな遊泳魚ほど、深い

淵を利用する傾向が報告されており 3)、このよう

な大型個体は水深の低下による影響を受ける可能

性がある。以上から、淵においては、遊泳性魚類

を対象とした予測・評価を行うべきである。 

水際部は水位変動の影響を受け易く、流心部に

比べて流速・水深が変化しやすいと考えられる。

また、水際部は瀬と比較すると洪水時の流速が小

さいため、シルト・砂・小礫といった細粒土砂か

ら河床が構成されている場合が多く、細粒化に伴

う影響を受けにくい。このため、現段階では、予

測・評価を行う生息場所タイプから除外してもよ

いと考えている。ただし、遊泳魚の仔稚魚にとっ

ては、水際部の低流速域が重要な生息場所タイプ

となる。このため、今後の研究において、土砂供

給により水際部の形状等が変化し、仔稚魚に影響

を及ぼす経路が示唆された場合には予測・評価対

象に含めるべきである。 

注1）適：評価対象として適している 不適：評価対象として適していない。
注2）●：生息場所の特徴、■：土砂供給を行った際に予想される影響の概要  

表-1 代表的な生息場所タイプの特徴と土砂供給時に予想される影響の概要  

瀬 淵

適 不適 不適

●一次生産力が高く、餌資源を供給する重要な場
である。
■表層材料の細粒化等により一次生産力が低下す
る可能性がある。

●水深が大きく、流速も小さく、基質となる礫も
少ないため一次生産力が小さい。
■砂・小礫の堆積による一次生産力の低下と生態
系への影響は想定しにくい。

●元々細粒土砂が多いこと、一次生産力が小さい、ま
た、水位変化の影響を受け流速・水深が変化しやすく一
次生産力は時間的に不安定であり、餌場としては重要で
ない。
■上記理由から砂・小礫の供給の影響を受けにくい。

適 不適 不適

●種数が多く、現存量も大きい。重要な生息場で
ある。
■表層材料の細粒化等により群集構造が大きく変
化する可能性がある。

●瀬に比べ生息する底生無脊椎動物の種類数・個
体密度は小さい。
■もともと細粒土砂が多いこと、上記理由から
砂・小礫供給の影響を受けにくい。

●水位変化の影響を強く受けるため、流速・水深が変化
しやすく、不確実性が大きい。
■もともと細粒土砂が多く、砂・小礫供給の影響を受け
にくい。

適 不適 不適

●礫間が多くの種に利用される。重要な生息場で
ある。
■礫間が細粒土砂で埋まることにより、ここに依
存する種が影響を受ける可能性がある。

●もともと細粒土砂が多く、細粒土砂に依存する
魚種が多い。
■もともと細粒土砂が多いこと、上記理由から
砂・小礫供給の影響を受けにくい。

●水位変化の影響を強く受けるため、流速・水深が変化
しやすく、不確実性が大きい。
■もともと細粒土砂が多いこと、上記理由により砂・小
礫供給の影響を受けにくい。

適 適 やや不適

●生息場所として多くの魚種に利用される。特
に、藻類食者の採餌場として重要
■表層材料の細粒化等により、特に、ここを餌場
とする種が影響を受ける可能性がある。

●体サイズの大きな個体の生息場所として重要で
ある。
■細粒土砂の堆積により水深が減少すると体サイ
ズの大きな個体が影響を受ける。

●遊泳能力の小さい仔稚魚の生息場所となる。
■水位変化の影響を受け、流速・水深が変化しやすく、
河床変動計算等で物理環境変化を予測しにくい。

魚類
（遊泳性）

分類群
流心部

水際部

付着藻類

底生無脊
椎動物

魚類
（底生性）
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4.3 予測・評価の対象種群 

環境影響評価法に基づく基本的事項14)では、生

物の多様性の確保及び自然環境の体系的保全を旨

として予測・評価されるべき環境要素として動

物・植物および生態系が挙げられている。ダム事

業に係る環境影響評価に関しても、主務省令15)で

その旨が規定されている。そのため、土砂供給に

よる影響の予測・評価を行う場合においても、同

様の考え方を基本として、予測・評価の対象種群

等の設定を行うことが妥当であろう。 

動植物については、国土および地域スケールで

希少になっている種と学術上貴重な種を対象とし

て種を選定する。例えば、環境省・地方自治体版

のレッドリスト掲載種、「絶滅のおそれのある野

生動植物の種の保存に関する法律」における指定

種や「文化財保護法」で天然記念物に指定されて

いる種等が対象となる。ただし、国土や地域ス

ケールでは減少していない種であっても、当該河

川において個体群としての存続が危ぶまれている

種も存在する。生物相に関する長期データがある

場合には、減少しつつある種の抽出を行い、減少

している種も重要種に準じる扱いとすべきである。 

生態系の保全では、河川生態系のエネルギー基

盤としての藻類に加え、群集として底生無脊椎動

物・魚類群集の保全を図ることが重要となる。 

付着藻類については餌資源の量・質という視点

から、現存量に加えて、有機物量（強熱減量）や

無機物量、種組成が重要になる16)。底生無脊椎動

物・魚類については、主務省令 15)における上位

性・典型性・特殊性の観点から注目種を選定し、

これらの生息可能性によって生態系を評価するア

プローチを採ることが一般的である。本アプロー

チはダムにおける環境影響評価で数多くの実績が

あるため、土砂供給における予測・評価でも有効

な手法となり得るだろう。ただし、近年、群集解

析の技術が飛躍的に向上し、採集されたすべての

種と個体数を用いて群集の違いを検出すること等

が可能となってきている。このため、定量調査が

可能な底生無脊椎動物については、注目種だけで

なく群集構造の変化にも着目して予測・評価を行

うことも選択肢の一つにするとよい17)。 

4.4 予測・評価の考え方 

4.4.1 予測の考え方 

予測においては、一次元河床変動計算によって、

土砂供給に伴い河床が上昇する区間と上昇しない

区間に区分する。河床が上昇する区間では瀬の河

床表層における大礫・巨礫等の埋没と極度の細粒

化、淵の縮小が生じると予想されるため、後述す

る「評価」において影響を受ける区間として取り

扱ってもよいだろう。ただし、一次元河床変動計

算結果に基づく河床の上昇量と瀬・淵の状態の変

化については不明な点が多い。今後一次元河床変

動計算結果から得られる結果をどのように解釈す

るかについては研究が必要である。一方、河床が

上昇しない区間においては、二次元河床変動計算

等を行い瀬における河床表層粒度の変化、淵の堆

積の程度を予測する必要がある。 

予測される瀬・淵での河床の変化に対して、生

物がどのような応答を示すかの予測は、「4.3. 予

測・評価の対象種群」で述べた種等を対象として、

既往研究や現地調査に基づく河床の状態と対象種

等との関係性を基に行う。 

河床の状態を示す指標は、生物の生息との関連

性が明瞭であること、そして、研究者や土砂供給

を行う事業者等が現地において簡易に測定できる

ことが必要である。とりわけ、河床に生息する生

物にとって重要な生息要因と考えられる河床表層

粒度に関して、上記の点に留意した指標を用いる

ことが肝要である。比較的よく用いられる指標と

しては、対象区間の瀬に方形区（コドラート）を

設定し、コドラート内における粒径区分別の面積

被度割合を求めたものや 18)、各粒径区分に順位

変数を与え、被度割合で重み付けした平均値を求

める底質粗度 19)等がある。いずれも付着藻類・

底生無脊椎動物・魚類との関連性がある程度明確

になっているだけでなく 17),20)、現地において容

易に観測できる。河床の粗粒化、細粒化に対して

は同じくコドラート内の砂・小礫の被度割合（面

積割合）、大礫・巨礫の被度割合がよく用いられ

ている。また、大礫・巨礫が河床から露出してい

る高さ（露出高）を指標とし、アユの摂食との関

係性を明確にする試みも行われている。ただし、

現地での露出高の測定は容易ではないため、この

指標と粒径区分別の面積被度割合等の指標とを関

連付け、実務に取り入れやすい指標とすることも

大切である。 

土砂供給に伴う生物の応答の中には、河床の状

態の変化を介した経路だけではなく、他の経路も
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存在する。例えば、魚類の生息場の適性を考える

際、物理環境として流速・水深、カバ－（隠れ家

となるような空間）についても考慮する必要があ

る21)。土砂供給による河床の状態の変化に付随し

て、これらの要因も変化する場合には、これらの

要素を組み合わせて生物応答を予測することが求

められる。なお、土砂供給による淵への土砂堆積

に対し、予測される魚類の応答については別報4)

を参照して欲しい。 

4.4.2 評価の考え方 

 本稿で対象としているダム直下およびその下流

域では粗粒化している場合が多く、土砂供給方法

によっては粗粒化を軽減し、粗粒化によって生じ

たダム下流域の様々な課題の解消に繋がるかもし

れない11)。この中には、餌資源としての付着藻類

の質の改善、ダム下流で消失した種の回復が含ま

れる。しかし、土砂供給方法が適切でない場合に

は、付着藻類の現存量の減少、大礫・巨礫を生息

場所とする底生無脊椎動物・魚類の減少・消失を

引き起こす可能性がある（図 -3）。したがって、

評価を行う場合にはダム供用前の状態とダム供用

後の状態（粗粒化が進行している現状）を明らか

にし、2つの状態との関係に基づき予測結果を評

価する必要がある。具体的には、供給土砂の増加

により河床が粗粒から細粒状態に変化する中で、

土砂供給前の粗粒化している状態とダム供用前の

粗粒化していない状態に対して、予測結果がどの

ような位置にあるかを明確にする。そして、ダム

供用前の状態を超えるか否かを参考にしながら影

響を評価する（図 -3）。なお、ダム供用前の状態

を知ることが困難な場合には、ダム貯水池の流入

河川やダム下流で流入する支川等にリファレンス

区間を設置し、この区間の状態からダム供用前の

状態を推し量ることが必要となる。リファレンス

区間とは、ダム供用前の対象区間と同様の河川類

型区分に属し、現在でもダムの供用を含む人為的

な影響が軽微な区間を意味する。この区間におけ

る付着藻類の状態、底生無脊椎動物・魚類群集の

状態は供用前と同一ではないが、類似している可

能性が高いと考えられる。各分類群についてリ

ファレンスの状態をどのように評価するかは、別

報4)に示したので参考にして欲しい。 

ところで、上記の評価は、ダム直下もしくはそ

の下流域にある一つの瀬を対象としたものである。

種の保全を図るには、対象種が分布する区間、生

態系が類似している区間（環境類型区分）を対象

として影響が及ぶ範囲を明確にし、影響を受けな

い範囲における瀬の延長や面積の大きさから対象

種の存続可能性を評価することが必要になる 22)。

ただし、種の存続を規定する生息域の大きさは種

によって異なるだけでなく、その具体的数値（閾

値）に関する知見は十分でない。今後、種の存続

に必要な生息域の大きさに関する閾値を明確にし、

より確実な評価手法を確立する必要がある。 

5．モニタリングと順応的管理 

供給する土砂の量・質（粒径）、流量（Q）に

対する土砂供給量（QS）の実際の時間変化は、

予測段階と同じシナリオになるとは限らない。ま

た、河道の地形や植物の繁茂状態を正確に計算に

反映できないこと等から、対象とした場における

河床の地形、表層の粒度等を精度よく予測できな

い可能性もある。また、河床の変化に関する予測

精度を確保できたとしても、生物の応答予測には

物理環境以上の不確実性が伴う。したがって、土

砂供給を実施した後には、河床を含む物理環境や

生物の生息状況を継続的に調査し、予測値との乖

離の程度を随時検証することが必要となる。また、

必要に応じて土砂供給方法の見直しを行い、予

測・評価手法の修正を行う順応的な対応が不可欠

である。 

6．おわりに 

本稿で述べた手法は実際の事業との関わりの中

で検討したものであり、ある程度の適用性は確保

されていると考えている。今後実務への適用を通

じ改善を図りながら検証を行い、より確実な手法

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 土砂供給による河床変化の概念図  
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へと発展させていきたい。また、本稿で対象とし

たのはダム直下およびその下流域における水域の

みであり、より下流の流程や陸域は対象となって

いない。これらの領域も対象として研究を進め、

土砂供給の影響に関する総合的な予測・評価手法

を構築する必要がある。 
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